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   To review the contemporary management of benign prostatic hyperplasia (BPH) in Japan during 
1990s, we analyzed several nationwide health statistics by the Ministry of Health and Welfare  of  Japan. 
The cross-sectional surveys revealed that the estimated total number of patients receiving treatment 
increased from 202,000 in 1987, to 335,000 and 590,000, respectively, in 1995 and 1998. 
Approximately 73-80% of patients were men aged 65 years or over and 94-98% 55 years or older. 
Urologists treated two thirds of the BPH patients. 
   The incidence of prostatectomies remained relatively stable at 50,000/year (3.0-3.8 pro-
statectomies/1,000 men aged 55 or over). The average hospital stay in 1996 was 24.7 days. The total 
cost of BPH therapy nearly doubled between 1988 and 1998. The ratio of outpatient to inpatient costs 
ranged from 1.5 to 2.2 and 60% of the outpatient cost was spent for medical therapy. The total value 
of the market for medical therapy increased from 30-40 billion yen in 1989 to more than 80 billion yen 
in 1998. The application of  a-blockers increased from 243,000 men (70% of all patients) in 1995 to 
452,000 (77%) in 1998, whereas the number of patients taking antiandrogens, plant extracts and 
antispasmodic agents/Ca antagonists (for pollakisuria), respectively, remained relatively stable at 
60,000-70,000, 180,000 and 300,000. 
   Because Japan is a rapidly aging society and men aged 55 or older are expected to increase 
from 15 million in 1995 to 21 million in 2010, cost-effective treatment guidelines for the Japanese 
BPH patients are needed. 
                                           (Acta Urol. Jpn.  46: 537-544, 2000) 
Key  words  : Benign prostatic hyperplasia, Patient demography, Disease managament, Time trend, 
          Japan
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経 済効率面 も検討 しな ければな らな くなって きてい
る.
1990年以前 にはTURPが 唯一 の標準的 な治療法で
あったが,1990年代 にな り薬物治 療(α 遮断薬,5α
還 元酵素 阻害 薬),種 々 のminimallyinvasivetreat-
ments,watchfulwaitingなど治療 選択肢が広が り,
国内外 を含め前立腺肥大症の治療法 はここ10年間で大
きく変化 した3)ア メ リカ合衆国で は,TURPは1989
年 の22.7万件か ら1995年には12.1万件へ と激減 した反
面,薬 物療法 を受 ける患者 は著明に増加 し1996年5月
1カ月間の薬 剤処 方 はllO万件 に達す るな ど,健 康保
険での医療費の動 向が公表 されてい る4'5)しか し,









































































書(約25万件)を 調査対象 とし,傷病名,診 療実 日
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②指導管理等,③ 在 宅医療,④ 検査,⑤ 画像診断,⑥
投 薬,⑦ 注射,⑧ リハ ビリテーシ ョン.⑨ 精神科専 門
療法,⑩ 処置,⑪ 手術,⑫ 麻酔,⑱ 放射線治療,⑭ 入
院,⑮ そ の他,か ら成 って い るが,今 回 は,診 察
(①+②+③),検 査(④+⑤),薬 剤(⑥+⑦),手 術
(⑩+⑪+⑫),入 院(⑭),そ の他(⑧+⑨+⑬+⑮)
の5カ テゴ リーにまとめて集計 した.
また,1994年か ら別冊 として公表 されてい る薬剤使
用状況 に関 して,薬 効分類別薬剤点数か ら 「その他の
泌尿器官 および肛 門用薬」 の項 目を調べ た.「その他
の泌尿器官お よび肛 門用薬」 には前立腺肥大症治療薬
と して塩 酸 タムス ロシ ン.セ ルニチ ンポー レンエキ
ス,配 合剤(エ ビプロス タッ トTM)が,頻 尿治療薬
として塩酸 オキ シブチニ ン,塩 酸 フラボキサ ー ト.塩
酸プロ ピベ リンが含 まれている(他 にもウラジロガシ
エキス,塩 酸 リ トドリンなどを含 む。)しか し,抗 ア
ン ドロゲン薬(ア リルエ ス トレノール,酢 酸 クロルマ
ジノンな ど),配合剤(パ ラプロス トTM)は含 まれて
いない.
医療費 は 「医療費=点 数 ×10×12÷0.65」の算式 に
より計算 した.
(2)薬事工業生産動態統計調査(1989～1998年)
医療品 医薬部外品 脱脂綿 ガーゼなどの衛生材
料 および医療機械器具な どの医療用具について,毎 月
の生産お よび輸 出入 などの実態 を把握す るための調査
である.医 薬 品などの製造所 において自計 し,都 道府
県衛生部薬務主管課 を経て厚生省に生産月報 として報
告 されている.
今回 は,薬 事工業生 産動態統計年報 か ら医療用 医薬
品(そ の他 の泌尿器官 および肛門用薬)の 国内出荷金
額(国 内生産 ・輸入 を含 む)を 調べ た.
(3)医薬 品市場調査資料(矢 野経済研究所)
矢野経済研究所のご好意 により,前 立腺肥大症 頻
尿治療 薬 の製 品別売 上高(薬 価 ベー ス)の 年次推 移
(1989～1998年)に関す る資 料 を入手 した.こ の中 に
は,α 遮断薬(塩 酸 プラゾシン.塩 酸 タムスロシ ン),
抗ア ン ドロゲ ン薬(ア リルエス トレノール,酢 酸 クロ
ルマジノン),植物製剤(セ ルニチ ンポー レンエキス,
エ ビプ ロス タッ トTM),頻尿 治療薬(塩 酸 フラボ キ
サー ト.塩 酸 テロ ジリン(現 在発売 中止),塩 酸オキ
シブチニ ン,塩 酸 プロピベ リン)の 計10種類の薬剤が
含 まれている.
また,薬 剤 の1日 標準 使用量 を塩酸 タムス ロシ ン
0.2mg×1,アリルエ ス トレノール25mg×2,酢 酸
クロルマ ジ ノン徐放錠50mg×1,セ ル ニチ ンポー レ
ンエ キ ス63mg×3,エ ビプ ロス タッ トTM6錠,塩
酸 フ ラボキサー ト200mg×3,塩酸 オキシ ブチニ ン
2mg×3,塩酸プロ ピベ リン20mg×1と 設定 し,各




患者調査お よび国民生 活基礎調査か ら推計 した前立
腺 肥大 症総受療患者数の年次推移 をTablelに示す.
両調査の推計値 は整合性 が高 く信頼で きる数値 と考え
られた.総 受療患者数は1987年の20.2万人か ら1998年
には59.0万人へ と10年余 りで2.9倍に増加 したが,特
に1995年以降に急増 した.
年齢層 別患者数 の推移(Fig.1)では65--74歳の受
療患者数が最 も多 く,つ いで75・-84歳,55～64歳のJli頁
であった.65歳以上の患者が全体の73--80%,55歳以
上が94--98%を占めていた.た だ し,45～54歳お よび
55～64歳の患者数 は患者調査のほ うが国民生活基礎調





次 に,前 立腺肥大症受療患者の うち泌尿器科で治療
を受 けている ものの比率 につ き検討 した.推 計患者数
(主傷 病のみ)か らは70-・80%の患者が泌尿器科 で加
Tablel.前立腺肥大症の総受療患者数
(1)患者調査

















総受療傷病数(千 人) 202.1 256,0 300.7 477.6
総受療患者数;受 療傷病数(入院)+受療傷病数(外 来)×平均診療間隔×調整係数(6/7)
(2)国民生活基礎調査
1989年 1992年 1995年 1998年






















療 されてい ることになる(Table2).しか し,副 傷病
に前立腺肥 大症 を もつ患者(=推 計 受療傷病 数(入
院+外 来)一推 計 患 者 数)が9.6--13.8千人 お り





































































































デ ー タな し.
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か ら1,400億円へ とほぼ倍増 した.入 院医療 費 は総医
療費の30～40%を占めてい るが,1995年以降は比率が
入院
やや低 くなっている(Fig.2).入院医療費 には 「泌尿















Fig,2,前立腺肥大症 に費や された医療費の年次推移(社 会医療診療行為別調















Fig.3.前立腺肥大症に対する薬剤費の年次推移.数値 は金額(億 円)を 示




























































*総 受 療 患 者 数 はTableIよ り再 掲 ,**上 記(1)の数 値 を用 い た 計 算値.
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えた上 でそ の内訳 をみ る と,入 院費 が46--57%を占
め,以 下,薬 剤費(10～25%),手術 費(9--24%),
検査費(12～15%)となってい る.ま た,入 院外(外
来)医 療 費では薬剤費が59・-65%を占め,つ いで検査
費(16--25%),診察 費(10～19%)と なって い る
(Fig.2).
薬剤費その ものについては本調査 の薬剤使用状況,
薬事工業生産動態統計調査,矢 野経 済研究所に よる市
場調査のほ うが より正確 と考 えられる(た だ し前2者
で は抗 アン ドロゲ ン薬の売上高が不明).こ れ らの調
査報告 によると,頻 尿治療薬 を含めた前立腺肥大症治
療薬の売上高は1989年の300--400億円か ら1998年には
700～800億円へ と倍増 した(Fig.3).特に1995年以
降,α 遮断薬の使用患者数は24万人か ら45万人へ と激
増 し,全 患者の70～77%に処方 され るようになった.
反面,抗 ア ンドロゲ ン薬,植 物製剤,頻 尿治療薬の使
用患 者数 は ほ とん ど変 化 して いない(Tablc4).ま
た,患 者1人 当 りの処方薬剤数,年 間薬剤費 はここ数
年 間減少傾 向にある(Table4).
考 察
1990年以前に はTURPが 前立腺肥大症 に対する唯
一 の標準的治療であ ったが,1990年代 になってか ら薬
物 療 法(α 遮 断 薬,5α 還元 酵 素 阻害薬)や 種 々の
minimallyinvasivetreatmentsが登 場 し,国 内外 を
含 めて前立腺肥大症の治療法 はここ10年間で大 きく変
化 した3)今 回,厚 生省 から公表 されている各種統計
資料を分析 した結果,1990年代のわが国における前立
腺肥大症の総患者数,治 療法 および医療費の動向が浮
き彫 りになった.た だ し,厚 生省の統計資料 は健康保
険制 度の も と全 診療科 で 「前 立腺肥大症」 として診





年余 りで2.9倍に増加 した.特 に1995年以降の増加 が
著 しいが これは薬剤使用患者数の推移か らもわかる
ように1993年本格的 に市場化 され た α遮断薬 の頻用
によるところが大 きい と考 え られ る.
年間手術件数 は5万 件前後で推移 しているが,こ れ
は55歳以上男子1,000人当 り3.0・-3.8の頻度 となる.
わが国では入院費が入院医療費の半分 を占め,手 術患
者 の平均入院 日数 も24.7日(1996年患者調査)と アメ
リカ合 衆国に比べて非常 に長 い(下 記).社 会医療診
療行為別調査報告 は 「泌尿器科で手術 を受けた患者」
以外 も含めているため,手 術 目的の入院医療費 を直接
知 るこ とがで きない.そ こでTable5のご と く,診
療 行為別 にみた1件 当 りの医療費 から手術入院医療 費
を試算 した ところ約50万円(1996年)とな った。 これ
はわれわれ泌尿器科医の感覚 に比較的近い金額である
と思われる.
最近10年間 を通 してわが国の薬剤費の大部分 は入院
外で使用 されてお り,薬 剤費が入 院外医療費の約60%
を占める状況 は変わっていない.し か し,薬 剤市場規
模は1989年の300億円台か ら1998年には800億円 を超 え
るまでに増大 した.1993年以前の各薬剤 の シェアは α
遮断薬の10～14%,抗ア ン ドロゲ ン薬32～37%,植物
製剤21～24%,頻尿治療 薬29-35%であ ったが,α 遮
断薬が本格 的に市場化 された後の1995'-1998年の4
間に α遮 断薬の シェアは36%から49%へと増加,使
用患 者数 も24万人 か ら45万人へ と激増 し,全 患 者 の
70--77%に処方 されるようになった.一 方,抗 アン ド
ロゲ ン薬,植 物 製剤,頻 尿治療薬 のシェアは減少傾 向
にある ものの,そ れらの使用患者数はほ とんど変化 し
ていない.
Table5.前立腺肥大症の手術入院治療費の試算



























































社会医療診療行為別調査報告(1996年6月分)の 入院医療費を参照 した.診療行為大分類のうち,初診 ・再診,
指導管理等,在 宅医療,リ ハビリテーシ=ン,精 神科専門療法,放射線治療の6項 目は試算から除外 した.平 均
入院日数(24。7日〉は1996年患者調査のデータを用いた.*日 数,**金額/日,***金額/日×平均入院日数.
寺井,ほ か:前立腺肥大症 治療の動向 543
海外 においては,ア メ リカ合衆国の前立腺肥大症治
療 医 療 費 の動 向が 良 く知 られて い る。Medicare
(米国政府管掌 の包括 的老人医療健 康保険制度)の 対
象者に対す るTURPは1989年の22.7万件 か ら1995年
には12.1万件へ と激減 したのに伴 って,55歳以上男子
1,000人当 りの手術 頻度は15から5.8へと減 少 した4)
TURPに 費や された医療費 は1995年1患者当 り7,675
ドル(入 院は平均4.9日)で,全 体 で は9.3億ドル に
上 った4)一 方 薬物 療法 を受 け る患 者 は著 明 に増 加
し,1993年5月か ら1996年5月の3年 間 に1カ 月当 り
の薬 剤処 方 は40万件 弱 か らllO万件 に激増 した4)
1998年には薬剤市場 規模 は4.7億ドル を超えたが,そ
れで もTURPに 費 や された医療 費 の半分 に過 ぎな
い5)1998年の薬 剤 別 売 上高 で は α遮 断薬 が85%
(塩酸 テラゾシ ン36%,塩酸 ドキサ ゾシン31%,塩酸
タムス ロシン18%),フィナステライ ドが15%を占め
ていた5)ま た,α 遮 断薬 は1カ 月当 り35--50ドルの
費用がかか る5)
以上の ごと く,わ が国 とアメ リカ合衆 国で は入院 と
入 院外の医療費の割合が逆転 している.ア メ リカ合衆
国では手術 入院医療費が きわめて高い反面,薬 剤費は
比較的安い.α 遮断薬が主役であ るのは共通 している
が,処 方薬剤数 はアメリカ合衆 国のほ うが少 ない よう
である.
しか し,日 米のcommunity-basedstudyによる横
断 的疫学調査 の比較で は,同 一年代 にお いて は①1-
PSSは日本 のほうが高い6),②加齢 に伴 う最大尿 流率
の低下 は 日本の ほうが大 きい7),③前立腺体積 は 日本
のほうが小 さい7),さらに④50--70歳代 日本人男性 の
40%は経 直腸 的超音波 断層 法 にてtransitionzoneが
認め られず前立 腺体積 は加齢 と共 に減少す る8),など
の相違点が見 出されてお り,前 立腺肥大症の 自然 史が























が少 な く薬物療法が多い傾 向があ るのは,こ のような
病態の違い も自ず と反映 されてい るのか も知 れない,
さて,前 立腺肥大症の うち実際 に治療 を受 けてい る
割合 は どの程度 であろ うか.「前立腺肥大症」 の定義
によって推定患 者数は異 なって くるが2),泌尿器科で
の診療が2/3を占めてい るこ とを考慮 し,前 立腺集団
検診デー タ9)を参照 した.そ れによる と,1986--1994
年の17施設合計54,669受診 者中,45～54歳の3.5%,
55～64歳の6.4%,65～74歳の8,5%,75～84歳の
10.6%,85歳以上のll.6%が各担 当医 によ り要治療前
立腺肥大症 と診 断 された9)こ れ らの頻度 か ら計算す
る と1995年には要 治療前立 腺肥 大症(45歳以上)の
21,8%が治療 を受 けたことにな り,1996年は28.4%,
1998年は35.5%へと増加 していた.ま た,年 齢層が高
くなるに したが って受療患者 の比率が高 くなる傾 向が
み られた(Fig.4),しか し,治 療 を受けている患者の
中には前立腺集 団検診 における要治療前立腺肥大症の
診断基準か ら外 れる症例 がかな り含 まれていると思わ
れ,要 治療前立腺肥大症につ いての実際の受療比率 は
もっ と低い と考 え られ る.
欧米 の先進諸 国 と同様,わ が国 も人口の高齢化が進
んでいる.日 本 の将来推計 人口(1997年1月推計)に
よる と,55歳以上男性人 口は1995年の1,500万人か ら
2010年には2,100万人へ と急 増 し,そ の後2030年2,
250万人 のピークまで緩徐 に増加 し続 けたのち減少傾
向 に転 じる と予 想 されるlo)また上記 前立腺集 団検
診 での頻度か ら計算 した要治療前立腺肥大症 は,1995
年150万人,2010年198万人,2030年219万人 となる.
今 後,受 療比 率が どの程度増加 す るか は不 明 であ る
が,老 齢人 口の増加 と共に受療患者数が増加す ること
は間違 いない.ま た,か か りつ け医 など泌尿器科以外
で治療 を受 ける患者数 も当然増加す ると予想 される.
したが って,近 年 の治療の現状 を踏 まえた上で前立腺




療 費の動向 を総括す る 目的で厚生省 の各種統計資料 を




めていた.年 間手術件数 は5万 件前後で,明 らか な年
次的増加 または減少傾 向は認 められなか った.1988～
1998年の間に総医療費は750億円か ら1,400億円へ とほ
ぼ倍増 した.入 院医療費は総 医療費の30～40%を占め
てい た.蘂 剤市場 規模 は1989年の300億円台か ら1998
年 には800億円 を超 えた.特 に1995年以降,α 遮断薬
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